
川西地区

中山間地・自立モデル検討事業の概要（中山間地・自立モデル検討コンソーシアム） １
• 本事業は、全国に多数存在する中山間の過疎地域において、持続可能なスマートコミュニティモデルの構築を目指す。地域
の団体が中心となり、地域住民と合意形成を図り、地域ビジョンに共感した企業有志連合が活動支援を行う。

• 地域住民がドライバーとなり、住民の移動をサポートする自家用旅客運送サービスを軸としたシームレスな乗り継ぎや貨客混
載輸送の展開は本事業が初めての試みとなる。

位置図

運営体制

都市の課題 解決方法

KPI（目標）

■対象区域の概要
○名称 広島県三次市川西地区
○面積 42.5平方Km
○人口 1,030人

三次市

川西自治連合会
川西郷の駅 広島県

• 事業構想策定
• 地域住民との調整
／協力依頼

NTTデータ
経営研究所

• 調査全体の取
りまとめ

• 事業構想の策
定支援

マツダ

• 移動サービス

NTTドコモ

• 通信インフラ
• AI電話
• 映像等の伝送

デンソー

• 地域情報配信
システム

• まちづくり事業の構想
• 策定のアドバイス

協議
報告

コンソーシアム

利用者に配慮したデジタル技術を活かし、高
齢者が利用する移動サービスを維持し続ける
こと

デジタル技術が
活用しにくい

課題

• 地域の生活インフラ
の需要減少

• サービスの担い手の
減少

少子化が進行

交通インフラの縮小

高齢化が進行自動車社会
中山間地域（≒川西地区）

• デジタル技術への関
心が低い

• デジタル技術の利用
に抵抗を感じる方が
多い

• マイカーの利用を前
提とした生活圏

地域住民自ら出資した自治的な組織等が、
デジタル技術を活用することで、移動サービス
を維持し、社会経済的に持続可能な中山間
地域のまちにすること

自治的な組織等の
黒字化

自治的な組織等による
移動サービスの提供

解決方法

自治的な組織等の
黒字化(2025年)

自治的な組織等による
移動サービスの提供

移動サービスの
収益向上

その他サービスの
収益向上

売上増加 費用低減 公的補助

小売店舗の
収益向上

2025年の自治的な組織等の黒字化に向け、今年度は、移動サービス「
支えあい交通」の売上増加を目指す。（利用数前年度比1.2倍）



中山間地・自立モデル検討事業実行計画 ２
• 本年度の実証事業では、地域住民に地域情報配信システムを実装したタブレットやスマートフォンの配布等を行い、それらを
活用しながら支えあい交通(自家用旅客運送サービス)の売上増加に取組む。

• 支えあい交通とバスとのシームレスな乗り継ぎによる利便性向上や、貨客混載輸送によるマルチプロフィット化に取組む。
• 実証事業の結果を踏まえて、今後の持続可能な中山間過疎地域のスマートコミュニティモデルの在り方について検討を行う。

①認知度の向上

②利便性の向上

④マルチ
プロフィット
なサービス

③利用目的の
創出

車両稼働率
増加

車両の稼働
時間あたりの
売上増価

ⅰ）支えあい交通の登録・利用促進に向けた、地域情報配信システムによる住民への情報発信

ⅲ）地域情報配信システム等を活用した、支えあい交通の利用者とドライバーを円滑にマッチングする取組
ⅱ）支えあい交通と他公共交通機関とのシームレスな乗り継ぎ実現に向けた、支えあい交通予約システムの改修

ⅳ）AI電話受付システムによる、24時間支えあい交通の電話予約対応の実現

ⅵ）地域内の魅力のある移動目的地として遠隔健康教室等を開催
ⅴ）地域情報配信システムを活用した、地域内イベントの告知・移動手段を含めたイベント申込サービスの実施

ⅶ）地域情報配信システムを活用した、地域内デリバリーサービス（買い物代行等）実現に向けた実証・検討
ⅷ）支えあい交通による貨客混載輸送サービス実現に向けた、地域内の農作物の集荷サービスの実証

売
上
増
加

全体

シームレスな乗り継ぎ

貨客混載輸送

貨客混載輸送

地域内交流×交通

地域内交流×交通

全体

全体

デジタル技術を活用した効
率化等で、将来的に地域住
民が定常的に利用できる移
動サービスを提供する仕組
み・体制の構築を目指す。

地域全体での
支えあい交通の提供

地域外へのスムーズな移動
のため、バス等の交通事業
者とデータを連携したサービス
実現を目指す。

シームレスな
乗り継ぎの実現

地域内の人の移動だけでな
く、貨物の輸送を行うことで
車両の稼働率や、稼働時間
あたりの売上を増加させ、支
えあい交通の収益性向上を
目指す。

貨客混載輸送

デジタル技術の活用等をしな
がら、地域イベントを開催。イ
ベント参加という移動機会を
創出し、支えあい交通サービ
スの利用者増加を目指す。

地域内交流×交通

路線バス
病院

介護施設

郷の駅

支えあい交通による貨客
混載輸送サービスの展開 川西地区

ITシステム

遠隔健康教室等の外出機会
を創出するコンテンツの展開

地域住民の域外への移動
における、支えあい交通と
バスとシームレスな乗り換え

公民館
支えあい
交通

支えあい
交通

支えあい
交通

• システムを活用した住民への情報配信
•情報配信システム等を活用したドライバ
ーマッチング

• AI電話を活用した予約システム

支えあい
交通

本年度の具体的な取組

地域イベント等の移動機会
と支えあい交通の連携



これまで実施した実証実験の概要：中山間地・自立モデル検討事業 ３
• 本年度は、主に、支えあい交通の旅客運送部分の売上増加を目的とし、サービスの認知度、利便性の向上、利用目的の
創出、加えて、マルチプロフィット化に取り組んだ。これらの取組を通じ、地域のデジタル技術の受容性についても調査した。

• 本年度の取組実施により、対前年に比べ利用回数は約2倍、ドライバー数は約1.4倍となった。また、取組で活用した、地域
情報配信システムは約7割が継続利用を希望する等、活用したデジタル技術は地域住民に受け入れられた。

実証実験の内容 実証実験で得られた成果・知見

全体

全体

移動目的
創出

マルチ
プロフィット

•取組で利用したデジタル技術を用いたサービスは、利用者
からは受け入れられた。

•対前年に比べ、支えあい交通の利用回数は約２倍、収益
は約1.8倍、ドライバー数は約1.4倍となった。

•移動目的創出のイベント実施により、イベント1回あたり、
支えあい交通の利用回数は3.4回増加した。

• イベント企画・運営は、人的な負荷が高かった。
•買い物代行サービスのニーズはなかった。
•農作物出荷に関する潜在ニーズはあったが、出荷に関する
不安を抱えていた。

地域情報
配信システム

• システムの継続利用希望が約7割あった。
• システムの利用促進には、自治会役員等のインフルエンサ
ーからの声がけや広報紙での広告等の地域にある仕組み
を活かした取組が有効であった。

売上の増加

デジタル技術の受容性

AI電話他 • AI電話、遠隔健康教室のリモートのシステム、ドライバーマ
ッチング共に、地域住民等に活用してもらうことができた。

運営 • ドライバーマッチングシステム等を活用により、支えあい交通
運営の業務負荷を減らすことができた。

その他

• サービスの利便性を向上させるだけでなく、サービスを体験し
てもらうための取組も重要であった。

利便性
向上

①
認知度
向上

②
利便性
向上

③
移動目
的創出
④
マルチ
プロ
フィット

運
営
改
善

売
上
増
加

地域情報配信システム
による情報発信

バスとのシームレスな
乗り継ぎ

24時間、AI電話受付
システム

デジタル技術により遠隔
地をつなぎ、地域でイベ
ントの参加機会を創出
買い物代行実現に向け
た簡易実験や、農作物
出荷代行の可能性検
証

地域情報配信システムを活用
したドライバーマッチング

24時間、AI電話受付システム

ドライバー

デジタル技術を活用しながら売上増加に取組む



今後の取組：中山間地・自立モデル検討事業 ４

今後の取組：スケジュール

• ヒト、モノ、カネ等の資源に余裕のない中山間地域において、地域住民が主体となって運営する支えあい交通を、 持続可能
な移動サービスとするためには、運営の業務負荷や収益性に課題がある。

• デジタル技術を活用し、運営の業務負荷軽減を図りながら、地域住民の利用促進及び事業者との連携による貨客混載輸
送等のマルチプロフィット化に取組み、支えあい交通の収益向上を目指す。

実証実験で得られた課題

社会実装までの短期的なスケジュール

実現に向けた長期的なスケジュール

2030年頃~

2020年10月~
三次市川西地区で実証実験を開始

2025年～30年頃
県内16市町に及ぶ過疎地域に横展開し、
県内の全体最適化のモデルを構築

全国の中山間の過疎地域に横
展開

川西地区 広島県 全国

2025年~30年に広島県内に本モデルを横展開する。2030年頃
からは全国の過疎地域に横展開を図っていく。

支えあい交通の社会実装までのスケジュールは以下の通り。2025年
の自治的な組織等の黒字化(公的支援等を含む)に向け、売上増加
、費用低減の検討等に取組み、効果を検証する。

2021 2022 2023 2024 2025

自
治
的
な
組
織
等

の
黒
字
化

売上
増加

費用
低減

個別費用項目の低減向けた取組の検証
横展開による費用の低減の検証

マルチプロフィット化等の売上増加に向けた取組の検証
(取組を増やしていくことで、毎年売上を向上させる) 社

会
実
装

全体

マルチ
プロフィット

•利便性の向上や事業者向けサービス実施に取組むこ
とに加え、公的支援等も検討し、収益向上を図る。

•地域の実情を踏まえ、農作物出荷代行や宅配等の
貨物代行等の貨客混載サービスを提供する。

収益の向上

デジタル技術の活用

利便性
•市街地の目的地までのシームレスな移動の実現に向
け、地域の交通事業者と連携し、市街地のバス停か
ら利用者の目的地までの移動手段を提供する。

利用促進 •地域住民への、デジタル機器を活用したサービスの広
報や、機器の使い方を伝える機会を増やす。

運営
•システム導入の際は、支えあい交通サービスを含む受
益者への期待効果や、公的支援等を考慮した費用
等を含め、関係者等で検討していく。

その他

•持続可能なサービスとして支えあい交通を提供するために
は、収益性や業務負荷に課題がある。

•デジタル技術等を活用しながら、以下の取組を実施し、収
益の向上や業務負荷軽減を目指す。

課題

課題への対応策


